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的であることを見いだしている。Verbrugge and Jahera (1981) は、経費愛好仮
説の枠組みで、相互会社ダミー変数を用いることによって、相互会社形態の
方が株式会社形態より経費愛好の程度が強いと結論した。しかし、Blair and 
Placone (1988) は Verbrugge and Jahera (1981)より広範囲のサンプルを用いる




Scott et al. (1988) は少数民族を顧客とする銀行において経費愛好仮説が成
立することを見いだしている。 








































































ている。図 5 からは図１と同様、規模の経済性が見て取れる。図 6 には貸出
残高を 2兆円以下に限った散布図を、図 7には貸出残高を 6000億円以下に限







                                                  

































                                                  
3 ただし、ここでは、信組の中で、経費率が異常に高い（営業経費／預金残高が２０％
以上、もしくは営業経費／貸出残高が 10％以上）5 サンプルを除外しているので、


















DSINKINは信用金庫を 1，その他を 0とするダミー変数、 
DSINSOは信用組合を 1，その他を 0とするダミー変数、 






































































































































































6543210 ((  
 推定結果は表14に示されている。スロープダミーはどれも有意ではないが、
貸出に関する信金スロープダミーの係数は負、信組スロープダミーの係数は





















































































































                                                  
8 Modeでなく meanを用いた。 


































                                                  
10 Kano and Tsutsui (2003)は、信金が県別市場を形成していることを示している。 
11市場構造－成果仮説についてはMori and Tsutsui (1989)を、efficiency structure 仮説
については、Demsetz(1973）と Alley (1993)を参照されたい。 
























54321 /)exp(  
である。 



















なり存在する。そこで、第 3節と同様、預貸率が 0.5から 1.0に収まるサンプ
ルに限定して、(6)式を推定した結果を表 21に示している。この結果、サンプ
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 仮定１ 経営者の効用関数は 
(8)  0,0,0),,,( >>>= BE UUUBEU ππ    
と表される。ここで、 
(9)   BEpL −−=π  
pは預貸金利ざや、Lは貸出、Eは人件費で 
                                                  
13 経費愛好仮説については、このほか、Hannan (1979)、Hannan and Mavinga (1980)、
Blair and Placone (1988)、Scott et al. (1988)、Smirlock and Marshall (1983)、Verbrugge and 
Jahera (1981)、Izawa and Tsutsui (1998)、Mester (1989) などを参照されたい。 
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(10)  wNE =  
Bは資本設備のレンタルコストで 
(11)  rKB =  
である。 
 
仮定 2 貸出市場は完全競争市場で、pは個々の銀行にとって外生である。 
 
















仮定 4 線形の効用関数： 




























                                                  
14 Edwards(1977)は線形の効用関数を仮定しているが、コブ・ダグラス型の効用関数

























































(20)  DJOJOaDSINSOaDSINKINawapaaN 543210 lnlnln +++++=  
を OLS推定する。ここで、pは貸出金利－預金金利である。 1a は正、 2a は負
が期待される。資本設備のレンタル価格は一定と仮定している。 
 推定結果は、表22 に示されている。推定結果は満足できるものではない。



























こえていれば、p, r, w の項の係数は予想されている符号と逆になる。(19)式の













(22)   
DJOJOaDSINSOaDSINKINaKawapaaN 6543210 lnlnlnln ++++++=  
を OLS推定で推定した結果が、表 25に記載されている。予想される符号は、

























































































0 θjYjwKjbjcbN ++−++−+=  












0 θjYjrjbwjbjcbbN +++−+−−++−+=  
を得る。 
 そこで、長期の利潤最大化を仮定した分析として、(31)式に業態ダミー
(DSINKIN, DSINSO, DJOJO) を加えた式を非線形推定する。また、 
(32)  θlnlnlnlnln 43210 aYarawaaK ++++=  
(33)   θlnlnlnlnln 43210 bYbrbwbbN ++++=  
に同じ業態ダミーを加えた式を OLS 推定する。ここで、 2121 ,,, bbaa は負、
4343 ,,, bbaa は正である。 
 (31)式の非線形推定はいくつかの係数が推定されないまま収束するという
結果であったので、結果は示さない。(33)式を OLS 推定した結果が表 27 に、



















産要素と仮定して、労働の短期需要関数 (29)式に業態ダミー (DSINKIN, 
DSINSO, DJOJO)を加えた式を非線形推定するとともに、 
(34) θlnlnlnlnln 43210 bYbwbKbbN ++++=  
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表 1 地銀、信金、信組の記述統計 
  平均 標準偏差 最小値 最大値 
地銀 貸出 1541660 1317354 124236 7735016 
 預金 2030540 1704746 167681 9113849 
 経費 28635 19954 3380 97437 
 従業員数 1604 912 311 3760 
 店舗数 101 45 25 217 
 経費率 1 2.041 0.306 1.260 2.807 
 経費率2 1.587 0.365 1.069 4.477 
信金 貸出 184623 251300 8453 1934089 
 預金 297373 384299 16822 2924619 
 経費 4525 5205 320 34494 
 従業員数 382 386 31 2355 
 店舗数 24 18 3 126 
 経費率 1 2.802 0.526 1.516 5.563 
 経費率2 1.664 0.263 0.711 2.692 
信組 貸出 43429 61327 250 546454 
 預金 65982 88360 163 773506 
 経費 1148 1538 13 13143 
 従業員数 115 145 2 1173 
 店舗数 9 10 1 69 
 経費率 1 3.530 2.186 0.920 19.729 





表 2 基本方程式(1)式の推定結果： 
貸出と預金を産出物としたコブ・ダグラス費用関数 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.251 -17.272 [.000]
LNL 0.666 29.530 [.000]
LND 0.195 7.812 [.000]
LNW 0.083 1.541 [.124]
DSINKIN 0.003 0.081 [.935]
DSINSO -0.112 -2.392 [.017]





表 3  サンプルを限定した(1)式の推定結果 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.754 -23.144 [.000]
LNL 0.349 6.272 [.000]
LND 0.542 9.610 [.000]
LNW 0.091 1.650 [.100]
DSINKIN -0.032 -0.910 [.363]
DSINSO -0.106 -2.706 [.007]
DJOJO -0.037 -1.028 [.304]
決定係数 0.987 
サンプル数 561 
脚注：預貸率が 0．5から 1.0に収まるサンプルに限定 
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表 4 サンプルを限定した(1)式の推定結果 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.775 -19.847 [.000]
LNL 0.504 11.174 [.000]
LND 0.352 7.451 [.000]
LNW 0.349 6.359 [.000]
DSINKIN 0.013 0.679 [.498]
決定係数 0.983 
サンプル数 261   
脚注：預金量 1兆円から 167681百万円の地銀と信金に限定。  
 
表 5 サンプルを限定した推定結果：産出物は預金だけと仮定 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.928 -17.288 [.000]
LND 0.867 68.324 [.000]
LNW 0.291 4.372 [.000]
DSINKIN -0.115 -5.883 [.000]
決定係数 0.975 
サンプル数 261   
脚注：預金量 1兆円から 167681百万円の地銀と信金に限定。  
 
表 6 サンプルを限定した推定結果：産出物は貸出だけと仮定 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.524 -16.894 [.000]
LNL 0.831 75.924 [.000]
LNW 0.427 7.205 [.000]
DSINKIN 0.085 4.485 [.000]
決定係数 0.980 
サンプル数 261   
脚注：預金量 1兆円から 167681百万円の地銀と信金に限定。  
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表 7 サンプルを限定した(1)式の推定結果 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.788 -9.990 [.000]
LNL 0.625 16.298 [.000]
LND 0.303 6.331 [.000]
LNW -0.062 -0.775 [.439]
DSINSO -0.098 -3.822 [.000]
決定係数 0.898 




表 8 サンプルを限定した推定結果：産出物は預金だけと仮定 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -3.006 -7.879 [.000]
LND 0.995 32.539 [.000]
LNW -0.511 -4.967 [.000]
DSINSO -0.082 -2.336 [.020]
決定係数 0.809 




表 9 サンプルを限定した推定結果：産出物は貸出だけと仮定 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.009 -7.547 [.000]
LNL 0.840 44.234 [.000]
LNW 0.114 1.432 [.153]
DSINSO -0.131 -4.897 [.000]
決定係数 0.885 






表 10 貸出のみを産出物としたコブ・ダグラス費用関数 
 係数 t－値 Ｐ－値
定数 -2.004 -15.018 [.000]
LNL 0.833 111.852 [.000]
LNW 0.183 3.355 [.001]
L/D 0.005 0.466 [.641]
DSINKIN -0.016 -0.362 [.717]
DSINSO -0.160 -3.267 [.001]
DJOJO 0.030 0.639 [.523]
決定係数 0.982 
サンプル数 675   
脚注：預貸比率を説明変数に採用。推定式は(2)式。 
 
表 11 トランスログ費用関数：貸出のみを産出物とした場合 
 係数 t－値 Ｐ－値
定数 7.726 180.516 [.000]
LNL 0.859 101.901 [.000]
LNW 0.156 2.626 [.009]
LNL2 0.015 5.590 [.000]
LNW2 -0.743 -5.034 [.000]
(LNL)(LNW) 0.038 1.308 [.191]
L/D 0.005 0.474 [.636]
DSINKIN 0.105 2.470 [.014]
DSINSO -0.031 -0.656 [.512]





表 12 トランスログ費用関数:貸出と預金を産出物とした場合 
 係数 t－値 Ｐ－値
定数 7.796 193.192 [.000]
LNL 0.595 15.728 [.000]
LND 0.294 7.381 [.000]
LNW 0.060 1.062 [.288]
LNL2 0.104 5.781 [.000]
LND2 0.122 8.233 [.000]
LNW2 -0.824 -5.586 [.000]
LNLW 0.153 1.372 [.170]
(LNL)(LND) -0.225 -6.994 [.000]
(LDL)(LNW) -0.018 -0.145 [.885]
DSINKIN 0.033 0.808 [.419]
DSINSO -0.061 -1.354 [.176]
DJOJO -0.056 -1.272 [.204]
決定係数 0.986 
サンプル数 675   
脚注：推定式は(4)式。 
 
表 13 資本設備のレンタル価格を考慮 
 係数 t－値 Ｐ－値
定数 -13.249 -2.502 [.013]
LNL 0.662 29.329 [.000]
LND 0.201 8.015 [.000]
LNW 0.087 1.610 [.108]
LNR 2.391 2.077 [.038]
DSINKIN 0.010 0.238 [.812]
DSINSO -0.103 -2.193 [.029]
DJOJO 0.000 0.000 [1.00]
決定係数 0.983   




表 14 生産関係が業態ごとに異なることを許す定式化を推定。 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.100 -6.039 [.000]
LNL 0.505 3.029 [.003]
信金スロープダミー -0.059 -0.326 [.745]
信組スロープダミー 0.193 1.148 [.251]
LND 0.351 2.162 [.031]
信金スロープダミー 0.104 0.589 [.556]
信組スロープダミー -0.216 -1.314 [.189]
LNW 0.052 0.965 [.335]
DSINKIN -0.684 -1.804 [.072]
DSINSO 0.109 0.295 [.768]
DJOJO 0.003 0.063 [.950]
決定係数 0.984   
サンプル数 675   
脚注：推定式は(6)式。 
 
表 15 生産関係が業態ごとに異なることを許す定式化を推定： 
サンプルを限定 
 係数 t-値 Ｐ－値
定数 -2.188 -7.881 [.000]
LNL 0.180 1.036 [.301]
信金スロープダミー 0.205 1.067 [.287]
信組スロープダミー 0.156 0.805 [.421]
LND 0.667 3.900 [.000]
信金スロープダミー -0.156 -0.822 [.411]
信組スロープダミー -0.107 -0.562 [.574]
LNW 0.106 1.883 [.060]
DSINKIN -0.669 -2.190 [.029]
DSINSO -0.750 -2.406 [.016]
DJOJO 0.004 0.105 [.917]
決定係数 0.987 





表 16 生産関係が業態ごとに異なることを許す定式化を推定： 
貸出のみを産出物と仮定 
 係数 t－値 Ｐ－値
定数 -2.138 -5.862 [.000]
LNL 0.851 29.915 [.000]
信金スロープダミー 0.024 0.784 [.434]
信組スロープダミー -0.046 -1.544 [.123]
L/D 0.005 0.505 [.614]
LNW 0.131 2.357 [.019]
DSINKIN -0.265 -0.680 [.497]
DSINSO 0.344 0.898 [.370]
DJOJO 0.019 0.353 [.724]
決定係数 0.982 
サンプル数 675   
 
表 17 生産関係が業態ごとに異なることを許す定式化を推定： 
貸出のみを産出物と仮定し、さらにサンプルを限定 
 係数 t－値 Ｐ－値
定数 -1.381 -4.801 [.000]
LNL 0.848 38.585 [.000]
信金スロープダミー 0.048 2.077 [.038]
信組スロープダミー 0.048 1.956 [.051]
L/D -0.827 -9.843 [.000]
LNW 0.105 1.871 [.062]
DSINKIN -0.711 -2.358 [.019]
DSINSO -0.770 -2.505 [.013]
DJOJO 0.006 0.147 [.883]
決定係数 0.987 
サンプル数 561   
脚注：預貸率が 0．5から 1.0に収まるサンプルに限定。
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表 18 フロンティア費用関数の推定結果 
 係数 ｔ－値 P－値
A0  定数項 -2.417 -23.316 [.000]
A1  LNL 0.518 3.685 [.000]
A2  DSINKIN*LNL 0.012 0.076 [.940]
A3  DSINSO*LNL 0.164 1.163 [.245]
A4  LND 0.353 2.540 [.011]
A5  DSINKIN*LND -0.017 -0.109 [.913]
A6  DSINSO*LND -0.173 -1.242 [.214]
A7  LNW 0.059 1.605 [.109]
σ 4.417 19.394 [.000]






σλ ≡  uσ は uの標準偏差、 vσ  は vの標準偏差。 
 
表 19 非効率性の大きさの平均値 
 ＴＳＰ FRONTIER４１ サンプル数 相関係数
地銀 1.09911 1.1017 115 1
信金 1.09932 1.10192 343 1
信組 1.11125 1.1141 217 0.99997
全サンプル 1.10312 1.1058 675 0.99997
脚注： )exp(ν の条件付き期待値。 
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表 20 非効率の原因の推定：(7)式の OLS推定。 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 1.055 18.097 [.000]
HID -0.002 -0.243 [.808]
LY2 0.022 3.372 [.001]
LND -0.021 -8.087 [.000]
L/D 0.013 7.523 [.000]
P 0.914 4.558 [.000]
LBRANCH 0.029 9.575 [.000]
DSINKIN 0.006 0.974 [.330]
DSINSO 0.015 2.182 [.029]
DJOJO 0.009 1.391 [.165]
決定係数 0.345 





表 21 非効率の原因の推定：サンプルを限った場合。 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 1.060 31.816 [.000]
HID -0.007 -1.380 [.168]
LY2 0.017 4.487 [.000]
LND -0.016 -8.644 [.000]
L/D -0.077 -9.871 [.000]
P 1.711 12.408 [.000]
LBRANCH 0.032 14.507 [.000]
DSINKIN -0.001 -0.165 [.869]
DSINSO 0.010 2.567 [.011]
DJOJO 0.003 0.744 [.457]
決定係数 0.508 
サンプル数 560   
脚注：FRONTIER41 の推定による非効率の大きさの指数値を従属変数とし
ている。 
預貸率が 0．5から 1.0に収まるサンプルに限定。 
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表 22 経費愛好仮説：(20)式の OLS推定 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 4.024 5.836 [.000]
LNP -0.337 -2.062 [.040]
LNW 0.681 2.796 [.005]
DSINKIN -0.995 -5.326 [.000]
DSINSO -2.465 -12.684 [.000]
DJOJO 0.566 2.697 [.007]
決定係数 0.569   





表 23 経費愛好仮説：(21)式の非線形推定（価格一定） 
 係数 ｔ－値 P－値 
定数 4.977 9.701 [.000]
ｂ 426673.000 6.348 [.000]
ｃ -947075.000 0.000 [1.00]
ＤSINKIN -0.994 -5.301 [.000]
ＤSINSO -2.476 -12.706 [.000]
ＤJOJO 0.597 2.840 [.005]
決定係数 0.566 





表 24 経費愛好仮説：(21)式の非線形推定（価格は県別消費者物価指数） 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 8.762 14.124 [.000]
ｂ 324938.000 6.493 [.000]
ｃ -716480.000 0.000 [1.00]
ＤSINKIN -0.994 -5.309 [.000]
ＤSINSO -2.476 -12.717 [.000]
ＤJOJO 0.595 2.829 [.005]
決定係数 0.566 





表 25 経費愛好仮説：(22)式の OLS推定 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 1.126 6.620 [.000]
LNP 0.181 4.506 [.000]
LNK 0.958 102.923 [.000]
LNW -0.891 -14.543 [.000]
DSINKIN 0.212 4.507 [.000]
DSINSO 0.128 2.384 [.017]
DJOJO -0.074 -1.444 [.149]
決定係数 0.974 





表 26 経費愛好仮説：(23)式の非線形推定 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 1.121 6.242 [.000]
ｃ -1.387 -7.784 [.000]
ｂ 2.262 13.820 [.000]
ＤSINKIN 0.231 4.664 [.000]
ＤSINSO 0.153 2.712 [.007]
ＤJOJO -0.102 -1.874 [.061]
決定係数 0.972 





表 27 経費愛好仮説：(33)式の OLS推定 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 -4.398 -5.974 [.000]
LNY2 1.687 17.655 [.000]
LNW -0.395 -2.921 [.004]
LNθ 0.795 39.179 [.000]
DSINKIN -0.051 -0.486 [.627]
DSINSO -0.345 -2.835 [.005]
DJOJO -0.087 -0.748 [.455]
決定係数 0.872 







表 28 経費愛好仮説：(32)式の OLS推定 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 -4.688 -6.337 [.000]
LNY2 1.677 17.468 [.000]
LNW 0.642 4.722 [.000]
LNθ 0.814 39.924 [.000]
DSINKIN -0.286 -2.687 [.007]
DSINSO -0.532 -4.345 [.000]
DJOJO 0.014 0.121 [.904]
決定係数 0.899 





表 29 経費愛好仮説：(34)式の OLS推定 
 係数 ｔ－値 P－値
定数 -0.224 -0.660 [.509]
LNY2 0.193 3.754 [.000]
LNK 0.890 51.778 [.000]
LNW -0.967 -15.738 [.000]
LNθ 0.070 4.201 [.000]
DSINKIN 0.203 4.273 [.000]
DSINSO 0.128 2.325 [.020]
DJOJO -0.099 -1.917 [.056]
決定係数 0.975 


























































































































































































































全体 ３兆円超 １兆円～３兆円 3000億円～5000億円 1000億円～3000億円 1000億円以下
地銀
信金
信組
 
